
 
 

 
 

   国立大学法人愛媛大学知的財産に関する基本方針 
 
                            平成１６年４月１日 
                                                   制       定 
 
Ⅰ．基本的な考え方 
１．愛媛大学の使命と知的財産活動の運営方針 
   国立大学法人愛媛大学（以下「法人」という。）は、基本目標の１つとして、高度 

  な学術研究と次代を担う人材の育成を通し、これからの社会の文化、福祉、産業の一 

  層の発展に貢献するとともに、地域にある学術拠点として、地域から学びつつ、その 

  成果を地域に還元する。さらに、世界に開かれた大学として、海外との学術的・文化 

  的交流を推進し、学術成果を広く世界に発信することを目的としている。 
   法人に雇用されている職員等は、その目的のため、広範な分野にわたる学術的活動 

  を行っている。本務である教育や研究の他、広範で多様な応用の可能性を秘めている 

  研究成果等の活用としての社会貢献などを使命とし、法人の中核的活動を担っている。 

  このような学術的成果あるいは知的財産は、研究成果等の発明者には勿論、法人やよ 

  り広範な社会にも利益をもたらし得るものである。 
   そこで、法人として、知的財産の活用、管理・保全、権利及び責任などに関して基 

   本方針を策定し、職員等の知的財産創出活動を支援していくことを目指すものである。 
    知的財産は、有形無形を問わず、基本的には、発明者の智によって導かれたもので 

  あるが、職員等の本務に伴う知的財産創出には、公的資源が投入されていることに鑑 

  み、知的財産を公的利益のために活用することが第一義であるべきである。法人の使 

  命と職員等の使命を勘案し、法人の知的財産活動の基本的な運営方針は、以下のとお 

  りとする。 
（１） 職員等の智の創造を支えると共に、教育研究環境の維持を図ること。 
（２） 発明者への適切な金銭的報酬を確保し、知的財産の創出及び活用を促進するこ

と｡ 
（３） 有用な知的財産を公的利益のために広く社会で活用すること。 

 
２．知的財産に関する基本方針の対象範囲 

（１） この基本方針は、法人の全ての職員等に適用する。同時に、この基本方針は、

法人が特別に承認しない限り、職員等によって職務上創出された知的財産に適用

する。 
（２） 知的財産とは、職員等の職務である教育研究等に基づく発明、考案、意匠、商

標、植物品種、回路配置、プログラム、データベース、ノウハウ及び有体物をい

う。 

（３） 職員等とは、次に掲げる者をいう。 

         ⅰ.法人に雇用された専任の職員 
         ⅱ.法人の設備を利用する学外者で、法人の規程等に従う旨の契約をした者 
         ⅲ.その他任用に当たって法人の規程等に従う旨の契約をした者 
         ⅳ.法人の学生、大学院生及びポストドクター（以下「学生等」という。）であ 

          って、職員の行う研究活動に直接的又は間接的に参画している者 
 
 



 
 

 
 

Ⅱ．研究成果等に関する取扱と権利の帰属・承継 
１．知的財産権の原則機関帰属 
    法人の職員等が行った職務発明に係る知的財産権は、国の内外を問わず、原則とし

て、法人に帰属するものとする。ただし、法人が承継しないと決定した知的財産権は

、個人に帰属するものとする。 
 
２．知的財産権の届出 
   職員等は、学会等に発表する前に、自らの全ての発明等を法人所定の様式によって 

  開示しなければならない。その際、発明者は、権利化等に対応できる必要かつ十分な 

  情報を書類で提出するものとする。知的財産権の保護の観点から、学内外を問わず複 

  数人の協働による発明等の場合は、関係者すべての所属等を開示するものとする｡ 
 
３．知的財産権の承継 
   知的財産本部は、知的財産権を法人が承継するか否かを、開示後速やかに決定する

ものとする。 
 
４．知的財産権の譲渡 
   発明者は、法人が知的財産権を承継すると決定したときは、速やかに法人への権利 

  譲渡を行うものとする。 
   なお、法人が承継した知的財産権は、発明者との契約をもって有効となるものとす 

  る。 
 
５．知的財産権の出願 
   知的財産本部は、法人が承継した知的財産権について、法人若しくは技術移転機関

等によって、速やかに権利化等の手続を行うものとする。 
 
Ⅲ．知的財産権の管理・活用の推進 
１．研究成果の実用化に向けた法人の義務 
   知的財産本部は、法人が承継した知的財産権について、産業経済界等において実施

されるよう最善の努力を行うものとする。 
 
２．収益 
   収益とは、法人が承継した知的財産権から得られた収入額から当該知的財産権に本 

  学が要した必要経費（特許出願経費、登録経費等）を差し引いた額とする。 
 
３．知的財産に係る収益の配分 
  ① 公平配分の原則 
     法人が承継した知的財産権に係る収益は、原則として、５０％を法人に、５０％ 

   を発明者に配分する。ただし、関係者間での公平性の見地から、法人が権利を放棄 

   する場合もある。 
   ② 等価配分の原則 
     複数の職員等が、収益配分の権利を持つと知的財産本部が決定した知的財産につ

いては、原則として、関係者間での等価配分とする。ただし、関係者間で別途合意

された事項がある場合は、それに従うものとする。 
 



 
 

 
 

  ③ 公平配分の喪失 
    法人との契約がない場合又は職員等が知的財産本部の決定を了承しない場合は、

関係する職員等は、収益の配分を受け取ることができない。 
  ④ 法人の取得収益の配分 
    法人に配分された収益は、５０％を発明者が所属する部局に、５０％を知的財産 

   の管理・運用部門に配分する。 
 
４．共同研究、受託研究等外部資金による研究（外部研究支援等という。） 
   法人の職員等は、外部研究支援等において、研究契約等を締結する前に知的財産権 

  の措置に関して、法人の書面による事前の承認がなければ、知的財産権の譲渡等に関 

  する如何なる契約も外部研究支援機関と結んではならない｡ 
 

５．知的財産権の管理 
   法人は、法人が承継した知的財産権について、第三者とのすべての交渉権（供与交 

 渉、実施契約、販売など財産処分等）を保持する。第三者との交渉は、法人及び法人 

 と業務委託契約を締結した技術移転機関等が行うものとする。 
   法人が承継した知的財産権は、適宜見直しを行い、活用が見込まれない場合は、対 

  応を検討するものとする。 
 

６．知的財産権の訴訟及び係争 
   法人は、知的財産権を巡る訴訟、係争が発生したときは、迅速かつ適切に対応する 

  ものとする。 
 
７．知的財産権の監視 
   法人は、法人が承継した知的財産権を第三者に実施権を許諾したときは、実施料収 

  入を監視するため、監査法人等の第三者機関に、その業務を依頼することができるも 

  のとする。 
 
８．発明者への知的財産権の再譲渡（返却） 
   法人が承継した知的財産権は、知的財産本部の決定と学長の承認により、以下の条

件により返却が認められる。 
   ① 法人に法的義務違反がない。 
     ② 管理不可能な利益相反（可能性も含む。）を生じない。 
     ③ 法人に帰属の根拠となる市場性及び公共的価値が少ない。 
     ④ 法人の社会的使命に相反しない。 

 
Ⅳ．共同研究・受託研究等に伴う権利の帰属とライセンスの考え方 
１．共同研究・受託研究等に対する姿勢 
   法人は、産業経済界及び行政機関との連携協力関係を緊密にし、共同研究及び受託 

  研究等に対して、積極的に取組むものとする。 
 
２．共同研究・受託研究の受け入れ審議機関 
   学長は、知的財産本部の審議に基づき、共同研究・受託研究の受入れ等の決定を行

うものとする。 
 



 
 

 
 

３．共同研究・受託研究等の成果の取り扱い 
   共同研究・受託研究等の成果である知的財産権の取扱いについては、契約で定める 

  ものとする。ただし、知的財産権は、原則として、法人に帰属させるものとする。 
 
Ⅴ．職員や学生等の守秘義務 
１．職員等の責務 
   職員等は、知的財産権について、その内容並びに法人及び発明者の利害に関する事 

  項について、原則として、特許出願の手続きが完了した日の翌日までは、退職した後 

  も含めその秘密を保持しなければならない。 
 
２．共同研究・受託研究等における秘密保持 
   法人と外部機関の双方は、外部機関との連携の実効性を高めるため、秘密保持に関 

  する契約又は覚書を結び、これを遵守するものとする。 
 
Ⅵ．知的財産権の管理及び産学官連携の実施体制と責任 
   知的財産本部は、知的財産委員会によって構成される。知的財産本部の組織及び役

割については、知的財産本部規則に定めるものとする。 
 
Ⅶ．知的財産の取扱いに関する異議申立て手続と処理方法 
   職員等は、知的財産に係る権利の承継、報酬配分の決定等について異議がある場合 

 は、知的財産本部に異議申立することができる。 
   また、知的財産権の管理等に関しても、知的財産本部に対して申し出をすることが

できる。 
 
 
   附 則 
 この基本方針は、平成１６年４月１日から施行する。 
      附 則 
 この基本方針は、平成１８年４月１日から施行する。 
      附 則 
 この基本方針は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 
 この基本方針は、令和６年４月１日から施行する。 
 


